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埼玉県の概要 地理的優位性

信越地方へ 東北地方へ

茨城港

関越道

東北道

常磐道

圏央道

群馬県

栃木県

茨城県

長野県

0 20km 3

成田空港

羽田空港

横浜港

外環道

中央道

東名高速

埼玉県

山梨県 東京都
千葉県

関西方面
神奈川県 関東１都６県

約４３００万人
※全国約1/3の人口が集中



埼玉県の概要 高速道路ネットワーク

栃木県

茨城県
群馬県

開通目標

開通目標
平成２６年度

・平成２９年度までに県内すべての高規格幹線道路が完成
・圏央道、関越道、東北道、外環道が格子状に１つにつながる
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高規格幹線道路（供用済）
〃 （事業中）

地域高規格道路（供用済）
〃 （計画路線）

さいたま新都心

東京外環
自動車道

首都高速道路

埼玉県

千葉県

東京都

山梨県

平成２７年度

開通目標
平成２９年度

長野県



埼玉県の概要 インターチェンジへのアクセス改善

凡例
（K㎡メッシュ）

Ｈ２２

Ｈ２３増分

Ｈ２４増分

Ｈ２５増分

Ｈ２６想定

Ｈ２７想定

群馬県

栃木県

茨城県

熊谷市

・最寄りのインターチェンジまで２０分以内で到達できる面積
→Ｈ２８までに７０％を目指す
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Ｈ２８想定

高規格幹線道路（供用済） インターチェンジ（供用中）
〃 （事業中） インターチェンジ（事業中）

地域高規格道路（供用済） スマートＩＣ（供用中）
〃 （計画路線） スマートＩＣ（事業中）

埼玉県

千葉県

東京都

秩父市

春日部市

川越市

さいたま市

山梨県

長野県
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過去１０年間の
企業転入超過数

企業から注目を集める埼玉県 企業誘致の取り組み実績（H17/1～H26/6）

（立地企業の計画ベース）

誘致件数 ７４１件
投資総額 約１兆７７０億円
新規雇用 約２４,０００人

圏央道の整備効果 企業誘致の実績

Ｈ１４～２３年の本社移転増減ランキング
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企業転入超過数（転入企業数－転出企業数）を比較

出典：㈱帝国データバンク「埼玉県の「転入・転出企業」の実態調査」
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圏央道の整備効果 沿線で進む産業基盤づくり

田園都市産業ゾーン 選定地区（Ｈ２６．９ 時点）

○:田園都市産業ゾーン選定地区
１３地区２８９ヘクタール

川島ＩＣ周辺の開発状況
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大規模災害への備え 災害リスクの比較

埼玉県

東京都 千葉県

さいたま新都心

防災上の拠点

・相対的に災害リスクの少ない
埼玉県は災害時の拠点として最適

0 20km

500(箇所)

100

土砂災害発生件数

1,000(ha)

密集市街地
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東京都 千葉県

神奈川県

霞が関

要因 指標 単位 埼玉県 東京都 千葉県 神奈川県

火災 重点密集市街地 ha 54 1,683 9 690

土砂災害 発生件数 箇所 7 30 122 325

　　　　土砂発生災害件数：国土交通省砂防部（平成21～25年度合計）

（出典）地震時等に著しく危険な密集市街地：国土交通省住宅局（H24.3.1時点）



埼玉県

茨城県

バックアップ機能

埼玉県

東京都

茨城県

・さいたま新都心に
各省庁の地方支部局が集中

広域連携

大規模災害への備え 広域連携のあり方

・首都圏が同時被災した場合
→全国からの広域応援が不可欠
埼玉県は相互応援の拠点となる

東北道

関越道
常磐道

圏央道

外環道

東関東道

東京都

（中央防災会議資料より）

神奈川県

千葉県

■東京湾北部地震（M7.3）の震度分布

高速道路ネットワークの強化

・首都直下地震における
“八方向作戦”による道路啓開
→首都圏の放射道路を

環状道路が補完
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アクア
ライン

横羽線

中央道

東名高速

京葉道



渋滞対策 埼玉県内の道路交通状況

・南北方向の道路に交通が集中している。
・国道１７号（さいたま市内）の交通量は県内最大

順位 都道府県 ２４時間平均交通量

１位 東京都 24,178

２位 大阪府 23,784
３位 神奈川県 22,909
４位 埼玉県 17,445
５位 愛知県 14,472

7,829全国平均
資料：平成２２年度　道路交通センサス
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順位 都道府県 混雑度

１位 埼玉県 0.94

２位 神奈川県 0.92
３位 大阪府 0.91
４位 東京都 0.88
５位 千葉県 0.83

0.67全国平均
資料：平成２２年度　道路交通センサス

・埼玉県の混雑度は全国ワースト１位
・国道１７号（さいたま市内）は慢性的に交通渋滞が発生

首都高

さいたま市



渋滞対策 渋滞ボトルネックの解消
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・外環道、関越道、埼玉県中央地域の一般道に
交通渋滞が発生しており、ソフト、ハードの対策を検討

第１回 埼玉県中央地域渋滞ボトルネック検討ＷＧ資料より



渋滞対策 地域高規格道路「新大宮上尾道路」

白岡菖蒲IC

現況写真（新大宮バイパス）

熊谷方面

東京方面

さいたま市中央区円阿弥
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凡 例
高速自動車国道等
事業化区間
一般国道（直轄区間）
事業化区間

新大宮上尾道路

さいたま
新都心

宮前IC

与野JCT

首都高

桶川北本IC

・埼玉県中央地域の渋滞解消には
地域高規格道路の整備が有効
ミッシングリンクの解消が重要

国道１７号
（上尾道路）

国道１７号
（新大宮バイパス）

首都高速
（埼玉大宮線）



ミッシングリンクの解消

さいたま新都心は
政府機能のバックアップ
・関東地方整備局など、
各省庁の地方支部局が集約
・警察庁、経済産業省の
代替拠点に位置づけ

緊急輸送ルートの多重化
・信越地方・東北地方との
ネットワーク強化

東北地方との
新たなルート

信越地方との
新たなルート
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東京湾北部地震（Ｍ７．３）の震度分布

中央防災会議資料（抜粋）

都心を迂回し
た物資輸送

ネットワーク強化
・関西方面からの物資を
都心を迂回して輸送

新大宮上尾道路



ＩＣＴを活用した交通安全対策

約７割減少！

○１ヶ月間の急ブレーキ総数の比較

○県はHondaと協定を締結し、カーナビデータを道路整備に活用
○潜在的な事故危険箇所を把握し、安全対策を実施
少ない費用で大きな効果を発揮

効 果

埼玉県

取 組 事 例

対策前

背景

平成１７年度（ピーク時）
人身事故件数５３５６４件
交通事故死者数３２２人

（全国ワースト２位）
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平成１９年度から
平成２３年度までに
１６０箇所で取組を実施

対策前 対策後

99５回

326回

オリジナルの手法

対策前 対策後

206件 161件

○１年間の人身事故の比較

約２割減少！

※安全対策を実施した１６０箇所の検証結果

※安全対策を実施した１６０箇所の検証結果

対策後

急ブレーキ
多発箇所

「路面表示」
による注意喚起

（全国ワースト２位）

平成１９年１２月
埼玉県とＨｏｎｄａの
道路交通データ提供
に関する協定締結

データ分析により

「急ブレーキ多発箇所」
の特定が可能になった



首都圏の料金体系 首都圏内の料金水準の現状

圏央道（東北道以西）
４０円/km＋消費税※

圏央道（東北道以東）
３４円/km＋消費税※

高速自動車国道
＜大都市近郊区間＞

１５０円＋２９．５２円/km＋消費税

外環道
５１０円

・首都圏の料金体系は複雑
・一番外側の圏央道の料金体系が割高

関越道
東北道

常磐道

東関東道
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均一料金区間
首都高速道路
高速国道の大都市近郊区間より高い
高速国道の大都市近郊区間と概ね同じ
高速国道の大都市近郊区間より低い
検討中区間

高速自動車国道＜普通区間＞
１５０円＋２４．６円/km＋消費税

中央道均一区間
６２０円

首都高速道路
５１０～９３０円

中央道

東名高速

※40kmを超える利用分については、料率を高速国道と同率に逓減
出典：第９回国土幹線道路部会資料をもとに作成。普通車で比較



首都圏の料金体系 同一発着に対する料金経路

久喜

98.9km
3,770円

100.2km

99.2km
3,220円

113.8km
3,490円

自由な経路選択が妨げられるおそれがある関越道
東北道

常磐道

東関東道
外環道

圏央道
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厚木

100.2km
3,180円

首都高速

成田
3,490円

中央道

東名高速

圏央道

圏央道
東関東道

※普通車料金で比較。料金割引は考慮していない。



首都圏の料金体系 これまでの要望内容

利用しやすく社会経済活動の効率を高める

高速道路料金体系の実現
～ 首都圏三環状道路の完成を見据えて、東京湾アクアラインや横浜横須賀道路などを含む首都

圏の高速道路ネットワークについて、外側の環状道路へ交通誘導を行うとともに、複数の料金体

系の存在による割高感の解消や、長距離利用者や大型車の利用促進等にも対応した一体的で利用

しやすい料金体系を実現すること。～（Ｈ２６．５．１３：関東地方知事会）

首都圏中央連絡道路（圏央道）の

利用しやすい料金体系の構築について
～ 一番外側の環状道路である圏央道へ適切に交通が誘導されるなど、圏央道の内側エリアにお

ける首都圏の高速道路網が最大限活用されるよう、一体的で利用しやすい料金体系の構築を図る

こと。～（Ｈ２６．５．２０：九都県市首脳会議）
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まとめ 埼玉県の意見

高速道路を活用した災害対策・渋滞対策の推進

・環状道路を利用した防災上の拠点連携（さいたま新都心等）

・ミッシングリンクの解消（地域高規格道路「新大宮上尾道路」等）

一体的で利用しやすい料金体系の実現

・首都圏の交通流を最適化するため、外側の環状道路である圏央道へ

適切に交通誘導すること。

・経路による料金格差を是正し、利用者にとってわかりやすく

利用しやすい料金体系とすること。
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